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第１章 帰化許可申請とは 
 

日本には、様々な国籍を持つ、たくさんの外国人が住んでいる。 

こういった外国の国籍を持つ人が、日本の国籍を取得したい、日本に帰化したいと考えたときに

することになるのが帰化許可申請である。 
 

第１節 帰化許可申請の要件 
 

①帰化の種類 

帰化には 3種類が規定されており、それぞれ要件が異なる。 

 ア．普通帰化（国籍法 5条） 
 イ．簡易帰化（国籍法 6条～8条） 
 ウ．大帰帰化（国籍法 9条） 

 

②普通帰化の要件 

 対象となる外国人は、一般的には、外国で生まれて日本で何かしらの在留資格を得て日本に在

住している外国人であり、日本生まれの在日韓国人など（特別永住者）は除かれる。 

 要件は下記のとおりである。 

 

 １）住居要件 

  「引き続き五年以上日本に住所を有すること」（国籍法第 5条第 1項） 

  「引き続き」が切れる目安としては、一般的には、1 度の出国日数がおおよそ三ヶ月以上であ

るかどうかとされている。 

  ただし、1 度の出国が三ヶ月以内であったとしても、一年間に何度も出国を繰り返し、合計

150 日以上程度出国していた場合も、「引き続き」とみなされない可能性がある。 

  会社命令の出張や母国での出産などの事情があったとしても考慮されない可能性があること、

また、引き続き五年以上の間にどのような在留資格で在住していたか、その内容にも注意が必

要である。 

  その五年の間に就職をしている期間が三年以上必要とされており、例えば、留学生として三

年と就労の在留資格で二年、計五年間日本に住所を有していたとしても、要件を満たしていな

いとされて認められないことになる。 

  これには例外があり、十年以上日本に住んでいる人は、就労経験が三年ではなく一年以上あ

れば良いとされる場合がある。 

  いずれも、転職は問題にならないが、在留資格が切れていないことが条件である。 

 

 ２）能力要件 

  「18歳以上で本国法によって行為能力を有すること」（国籍法第 5条第 2項） 

 申請人は二十歳以上であることが必要である。 

  ただし、未成年の子が両親と一緒に帰化許可申請する場合は、二十歳に満たなくても申請が

可能となる。 

 

３）素行要件 

 「素行が善良であること」国籍法第 5条第 3項 

 主に、前科や犯罪歴と交通違反がないこと、年金や税金の未納がないことが挙げられる。 

 

 ・前科と交通違反 

  前科がある、交通違反の中でも飲酒運転などの重い違反をしたことがある場合は、その程度

や時期により判断が異なり、まずはその管轄法務局の国籍課に相談すること。 

  交通違反については、直近五年間の運転記録証明書を取り寄せて提出するが、軽微な違反で
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あれば一般的には五年間に 5回程度は問題ないとされている。 

  飲酒運転など重い違反をしたことがある場合は、相当期間経過した後の申請を勧める。 

 

 ・年金 

  生計を共にする同世帯全員が、少なくとも直近一年分の年金を納めている必要がある。 

  20 歳以上の学生の場合は、学生納付特例制度があるので、それに申請して猶予が認められて

いれば納めていなくても問題にならない。 

  会社経営者の場合は、会社として厚生年金保険に加入していなければならない。 

  個人事業主の場合は、国民年金に加入して年金を納めていなければならないが、未加入又は

加入していても納めていなかった場合は、加入はもちろんのこと遡って一年分の国民年金保険

料を納める必要がある。 

  

 ・税金 

  住民税について、会社員の方は、会社から特別徴収されている場合は問題ないが、会社で徴

収されておらずご自身で納付されている場合は、未納が無いことを確認すること。 

  年金同様、生計を共にする同世帯全員が住民税を納付していなければならない。 

  注意しなければならないのは、世帯主の扶養の項目だ。 

  配偶者や子供がアルバイト等で収入が扶養の枠を超えているのにも関わらず、扶養家族にな

っている場合は扶養から外して修正申告するなどの手続きをする必要がある。 

  また、本国在住のご両親や祖父母などが扶養家族となっている場合は、適切な扶養の基準に

則っているのであれば良いが、そうでない場合は、こちらも扶養から外して修正申告するなど

の手続きをする必要がある。 

  要するに、正確に住民税を納付していることが重要となる。 

  なお、法人経営者の方は法人税や消費税、事業税など、個人事業主の方も消費税や事業税、

申告所得税などを正確に納付している必要がある。 

   

４）生計要件 

  「自己または生計を一にする配偶者その他の家族の資産又は技能によって生計を営むことが

できること」（国籍法第 5条第 4項） 

 貯金や資産がたくさんあるに越したことはないが、それ以上に安定した生活を送ることがで

きるかが大事となる。 

  申請人が被扶養者などで収入が少なかったとしても世帯収入がそれなりにあれば良く、また、

申請時に無職であったとしても仕事が決まっていて、それを証明できるのであれば、基本的に

は問題ない。 

 

５）喪失要件 

「国籍を有せず、又は日本の国籍の取得によってその国籍を失うべきこと」（国籍法第 5条第

5 

項） 

  日本は二重国籍を認めていないため、帰化許可申請許可が下り日本国籍を取得した場合に、

母国の国籍を失うことができるか、もしくは離脱することができなければならない。 

  国によっては国籍を離脱することができない場合もあるため、帰化許可申請の準備をする前

に確認しておくことが必要となる。 

 

６）思想要件 

 「日本国憲法施行の日以降において、日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊す

ることを企て、若しくは主張し、又はこれを企て、若しくは主張する政党その他の団体を結成

し、若しくはこれに加入したことがないこと」（国籍法第 5条第 6項） 

 日本国を破壊するような危険な思想や考えを持っていないということ。 
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７）日本語能力要件 

  日本語能力も求められ、日本語のテストを受けることになり、小学校３、４年生くらいの日

本語能力であれば、問題はないとされている。 

  ただし、申請人全員が受けるわけではなく、面談の上、審査官の判断による。 

 

 以上が、普通帰化の 7つの要件になる。 

 

 
���������ひとことメモ 

   交通違反について、帰化許可申請後、審査中に違反してしまった場合は、速やかに法務局国

籍課担当者に連絡しなければならない。担当者にもよるが、再度運転記録証明書を取得しなけ

ればならなかったり、その違反について説明するために面談をしたりなど、ただでさえ結果が

出るまで時間がかかるのに、ちょっとした不注意のせいで更に時間がかかることになる。 

  軽微な違反であれば審査に影響はないことが多いが、その他の要件で問題があると許可が下

りない可能性も出てくる。 

  くれぐれも運転には気を付けるよう、申請人には口酸っぱく伝えること。 

   

③簡易帰化、大帰化の要件 

 

 １）簡易帰化 

こちらについては、在日韓国・朝鮮人（特別永住者）の方や日本人と結婚している外国人な

どが当てはまる。 

  「簡易」となっているが、普通帰化より簡単という意味ではない。 

  申請人によっては、提出書類が簡略化されるなどがあるが、これについても審査官の判断に

よるので、事前に相談する必要がある。 

 

  

 ２）大帰化 

  「日本に対して特別に功労実績のある外国人に対して許可される」が要件となっているが、

功労実績の基準については明確になっていない。 

 

 

第２節 帰化許可申請の流れ 

 

①帰化許可申請の流れ 

 

ここでは、行政書士が行う業務の流れを紹介する。 

 

１）帰化許可申請希望者からの相談 

 まずは身分証明書を拝見させて頂き、帰化の意思を確かめる。その後、前述の 7 つの要件を満

たしているかを確認する。 

 帰化許可申請する上で特に問題ないければ、基本的な帰化許可申請の流れやサービスの内容、

報酬などを説明し、実際にご依頼頂けるか受任するかの意思を確認する。 

 また、帰化許可申請は、書類の収集や作成をする中で、申請人の過去や家族のことを根掘り葉

掘り聞かなければならないことがあり、中には思い出したくないことを思い出させなければなら

ないときがあるので、その点問題ないかどうかも念の為確認した方が良い。 

 

２）受任・聞き取り 

 受任が決まり手続きを進めることになったら、申請人の家族構成や職業などを詳しく聞き取り

し、その上で一般的な必要書類を伝える。 
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その際、下記をご持参頂き、コピーをしておく。 

・特別永住者証明書や在留カード 

 ・新旧パスポート（あるもの） 

 ・運転免許証（お持ちの場合） 

 

 

３）申請人の住所を管轄する法務局国籍課への相談 

 管轄の法務局国籍課へ連絡し、帰化許可申請相談の予約を入れる。 

 これは実質的な１回目の面談である。帰化許可申請希望者の氏名や住所、国籍などを聞かれる

ので、すぐに応えられるように準備した上で連絡する。 

 この帰化許可申請相談とは、申請人の家族構成や職業、国籍などにより提出する書類が多少異

なるので、当該申請者の場合の提出書類を確定するためにするものだ。 

 基本的には申請人に同行してもらうのが望ましく、法務局によっては行政書士のみでは受け付

けられないこともあり、この点、注意が必要だ。 

 相談の際、申請人の身分証明書の写しを渡しながら、申請人から聞き取った情報を相談担当者

に詳細に伝え、申請時に提出する書類を正確に指定してもらう。 

 同時に、心配事の相談や質問なども積極的に行い、あとで問題が起こらないように対応する。 

 

４）書類の収集と申請書類作成 

 ３）について申請人に報告し、指定された提出書類についても再度伝える 

申請人本人でなければ収集・作成できない書類と行政書士が収集・作成できる書類を分け、書

類収拾を始める。 

書類請求先が何か所にも及ぶことが少なくないので、委任状を受け取る際、どこ宛の、何の書

類を何枚必要かなど確認する必要がある。 

申請人のも含めてある程度書類が収集できたら、書類の作成に進む。 

 

５）申請の予約 

 ４）の進行中にある程度の目途がついたら、法務局国籍課に申請の予約をする。 

 帰化許可申請は本人申請が原則のため、申請日は必ず申請人が行かなければならないので、予

約する前に必ず申請人の予定を確認する。 

 時期によっては 1 ヵ月先になることもあるため、３）の相談時に混雑状況などを聞いておくこ

とをお勧めする。 

 また、法務局によっては、申請の前に揃えた書類を一度確認しておきたい、となることもある

ので、これについても３）の相談時に確認しておく。 

 

６）申請・受理 

 申請は、担当者が書類を確認することから始まる。 

その後、申請人と面談をするが、この面談には行政書士は同席できない。 

書類に問題が無ければ申請が受理されて申請番号が付与され、申請から結果が出るまでの注意

事項などについて説明されて終了する。 

 法務局や申請人にもよるが、申請して受理されるまで２～３時間かかるので、時間に余裕をも

って予定を立てる。 

 なお、申請と同時に面談するのか、後日呼び出されて面談するのか、何度面談するのか、これ

についても法務局や申請人によって異なる。 

 

７）審査 

 申請後、審査の過程で追加書類を求められることがある。 

 また、この間に申請人の身分など何かしら変更があった場合は、速やかに担当者に連絡するよ

うにする。 
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８）許可の連絡 

 担当者から申請人本人に電話で伝えられるが、官報にも掲載される。 

  

 
���������ひとことメモ 

  申請人、行政書士、法務局によっては 事前相談無しにいきなり申請を受け付けてくれること

がある。しかし、初めて申請する法務局には、申請人によらず事前相談することをお勧めする。

法務局によっては、申請時に一つでも書類が抜けていると申請を受理しない場合があり、二度

手間になるからだ。申請人にも迷惑をかけることになる。都心の法務局（＝帰化許可申請が多

い法務局）は臨機応変に対応してくれることもあるが、申請人を不安にさせないよう、提出書

類を正確に把握しておくことが大切だ。 

 

②帰化許可申請のスケジュール 

  

 帰化許可申請希望者からの相談から法務局国籍課への帰化許可申請までは、１～２ヵ月ほどか

かるが、そもそも相談や申請予約がいつ取れるかにもよるので、まずは状況を把握する。 

 また、申請人の本国によっては書類を取り寄せるのに時間がかかる場合もある。 

日本の書類は 3ヶ月、外国の書類は 6ヶ月有効なので、有効期間が過ぎない様、注意しながら書

類を収集する。 

申請受理から許可が下りるまでは、6 ヶ月から 1年ほどかかり、それ以上になることもある。 

 

  

第２章 帰化許可申請の実務 
 

第１節 帰化許可申請の際に取得が必要な書類 

 
 ここでは、一般的に提出を求められる書類についてご紹介する。 

  

※法務局、申請人、申請時期によって異なる場合があるので、必ず法務局国籍課の担当者に確認

すること。 

 
①市区町村役場から取得する書類 

 ・住民票 

 ・住民票の除票 

 ・戸籍謄本 

 ・改製原戸籍 

 ・除籍謄本 

 ・戸籍の附票 

 ・個人の住民税等の課税証明書及び納税証明書 

 ・法人市民税等の納税証明書 

 ・非課税証明書 

 ・届記載事項証明書(出生、死亡、婚姻、離婚) 

 

②法務局で取得する書類 

・法人の登記事項証明書 

・不動産の登記事項証明書 

 

③税務署で取得する書類 

 ・法人税の納税証明書（その１,その２） 
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 ・消費税の納税証明書（その１,その２） 

 ・申告所得税の納税証明書（その１,その２） 

 

④県税事務所・都税事務所で取得する書類 

 ・事業税の納税証明書 

 ・都道府県民税の納税証明書 

                   

⑤年金事務所から取得する書類 

 ・年金の加入及び支払状況がわかる照会書等  

※ねんきん定期便を紛失した場合や求められた場合 

 ・学生納付特例決定通知書 

 

⑥自動車安全運転センターから取得する書類 

・運転記録証明書（過去 5年分） 

 

⑦法務省から取得する書類 

 ・外国人登録原票  ※求められた場合 

 

⑧本国から取得する書類 

 ・韓国の場合 

  基本関係証明書 

  家族関係証明書（本人、父、母） 

  婚姻関係証明書（本人、母） 

  親養子入養関係証明書 

  除籍謄本（父、母） 

  入養関係証明書 

 

 ・中国の場合 

  出生公証書 

  親族関係公証書 

  結婚公証書 

  離婚公証書 

  養子公証書 

  領事証書 

 

 ・その他の国の一般的な書類 

  出生証明書 

  婚姻証明書 

  離婚証明書 

  死亡証明書 

  親族関係証明書 

  国籍証明書 

 

⑨その他取得が必要な書類 

 ・申請人 

  特別永住者証明書又は在留カード 

  運転免許証 

  新旧パスポート 

  学生証 
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  健康保険証 

  申請書用写真（5㎝×5㎝）2枚 

  スナップ写真 3 ～ 4枚程度 

  卒業証明書 

  自宅の不動産賃貸借契約書 

  営業許可証など（個人事業主で、許可が必要な仕事をされている場合） 

  確定申告書の控え 

  資格証明書（お持ちの場合） 

  銀行口座通帳又は残高証明書 

  その他資産を証明するもの 

  

 ・会社（生計を共にする世帯全員） 

  源泉徴収票 

  在籍証明書 

  申請日直近の給与明細書 

  在勤及び給与明細書（書式あり） 

  直近年度の確定申告書の控え（会社役員の場合） 

  1年分の源泉所得税の納付書（会社役員の場合） 

  1年分の厚生年金保険料領収証書（会社役員の場合） 

  源泉徴収簿（会社役員の場合） 

  営業許可証（許認可が必要な業種の場合）（会社役員の場合） 

 

 

第２節 帰化許可申請の際に作成する書類 

 
法務局で手書用の書式をもらえますが、ＷＯＲＤを使用して作成しても問題ない。 

但し、各署名、下記⑫は手書きでなければならない。 

サンプルがあるので、参照すること。 

 
 ①帰化許可申請書 

  申請日付及び署名は、申請当日に審査官の面前でおこなう。 

 

 ②親族の概要 

  国内と海外に分けて記入する。 

  申請人の配偶者、子供、両親、兄弟姉妹、配偶者の両親について記入する。 

 

 ③履歴書（その 1） 

  出生から学歴、職歴、自宅の移転、身分事項まで詳細に記入する。 

 

 ④履歴書（その 2） 

  海外渡航歴、保有資格、賞罰を記入する。 

 

 ⑤生計の概要（その 1） 

  収入欄には、給与明細書や在勤及び給与明細書に記載されている手取額を記入し、収入の合

計と支出の合計が合うように、支出明細を記入する。 

 

 ⑥生計の概要（その 2） 

  不動産の時価は調べる必要はなく、おおよその金額で構わない。 
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 ⑦事業の概要 

  複数の事業を経営されている場合はその事業ごとに、法人の場合は直近年度について、個人

事業の場合は前年度の内容を記入する。 

 

 ⑧居宅付近の略図等 

  直近 3年以内に移転している場合は、その全ての居宅についての略図を作成する。 

  略図は、Ｇｏｏｇｌｅｍａｐなどから印刷して貼り付けても構わない。 

 

 ⑨勤務先付近の略図等 

  直近 3年以内に転職している場合は、その全ての勤務先についての略図を作成する。 

  ⑧同様、略図は、Ｇｏｏｇｌｅｍａｐなどから印刷して貼り付けても構わない。 

 

 ⑩宣誓書 

  申請日当日、審査官の面前で宣誓し、署名する。 

 

 ⑪申述書 

  兄弟姉妹の氏名、生年月日、出生地を記入し、両親又は母親に署名してもらう。 

  両親が他界されている場合は、長男又は長女（一番歳が離れている上の兄弟姉妹）に署名し

てもらうことになるが、歳が離れていない場合はあまり意味がないようなので、法務局担当者

に確認する。 

  また、法務局によって書式が異なる場合があるので、この点も確認する。 

  

 ⑫帰化の動機書 

  申請人が手書きで記入する。 

  なぜ日本に帰化をしたいのか、そこに至った動機をコンパクトに整理して記入すれば良く、

長文にする必要はない。 

  なお、特別永住者は作成する必要はない。 

 

 ⑬在勤及び給与明細書 

  主に会社役員の場合に求められる。 

  会社員の場合は、在籍証明書と給与明細書で足りるとされることがあるので、法務局 国籍

課に事前相談した際にご確認する。 

 

 

第３節 帰化許可申請で法務局へ持参するもの 

 
 ①事前相談時に持参するもの 

  ・申請人の身分証明書類の写し 

特別永住者証明書又は在留カード 

新旧パスポート 

運転免許証 

  ・申請人の家族構成の略図など 

  ・申請人の情報（家族の内情や職業など） 

  ・その他、既に取得している書類 

    

 ②申請時に持参するもの 

  提出書類 2部 

  ・原本と原本を提出できないものは写しで 1部 

  ・全て写しで 1部 
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  持参できる原本 

  ・特別永住者証明書又は在留カード 

  ・運転免許証 

  ・新旧パスポート 

  ・現行口座通帳 

  ・確定申告書の控え  

・その他、提出書類のうち、提出することのできない原本 
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第 5 章 帰化許可申請その他 
 

第 1節 帰化許可申請の手引き 
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第２節 報酬統計表 

 

 
以上 
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